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“Portrait of a monkey using a smartphone, Banksy style monochrome stencil graffiti”

DALL·E-: Creating Images from Text - Open AI
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国内でDX疲れと揶揄される中、この2022年海外ではDXを完了し、DXのその次を模索し始める企業が出てきました。

AIは飛躍的な進化を遂げ、発話/翻訳/画像生成/難しい質問や対話/プログラミングなど、多くの領域で人間を超えた年と

いえます。

また、イーロンマスクがTwitter社の経営権を取得し、大きなリストラを断行したのも記憶に新しい事と思います。

これだけダイナミックな変革が起きている中で、我々はDX疲れなどと言っていていいのでしょうか？

事業/業務プロセス/働き方を本気でトランスフォーメーションにできていると自信を持って言えるのでしょうか？

そんな皮肉も込めて、今年の白書はOpen AIの”DALL·E”というAIに「スマホを触るサル」というタイトルでバンクシー風

に描いてもらった絵が表紙になっています。このままではデジタルテクノロジーを使いこなせない存在になってしまうと

いう強い危惧を込めました。

この30年くらい日本全体で生産性を高めていくことができず無成長の時代が続きました。

人口減少、ESGやSDGsなど社会課題を実現していくためにも、DXは必要不可欠といえますし、

次の競争環境を生き残っていくためのキーアクションといえます。

国内のDXは戦略の話から実行を進めていくための人材戦略をどうするか？という所に議論の軸が移ってきています。

DXの最後は働き方のトランスフォーメーションが大きな論点となり今回の白書はそこを主題としてカバーしました。

DXの次のヒントを少しでも皆様にお届けできれば幸いです。

はじめに
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著者プロフィール

須藤 憲司 株式会社Kaizen Platform 代表取締役

2003年に早稲田大学を卒業後、株式会社リクルート入社。

マーケティング部門、新規事業開発部門を経て、リクルートマーケティングパートナ

ーズ最年少執行役員（当時）として活躍。

2013年に Kaizen Platform を米国で創業。2020年に東証マザーズ上場。

1,000社以上のDXプロジェクトをご支援。経済同友会 働き方改革委員会 副委員長。

趣味 : サウナ、読書

2010年に慶應義塾大学を卒業後、野村総合研究所に入社。

同社のコンサルティング部門を経たのち、LINEにて新規事業開発や経営企画室長と

してコア事業の戦略策定やカンパニー立ち上げを推進。

2020年、Honest株式会社を立ち上げ、デジタルを軸とした事業・プロダクト開発か

ら人材・組織開発などを手掛ける。

久野 亮平 Honest株式会社 代表取締役



4© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.

株式会社Kaizen Platform

2017年4月（前身の米国KAIZEN platform Inc.は2013年3月設立 *）

東京都港区

137名（2021年10月末時点）

- 株式会社Kaizen Platform 及び Kaizen Platform USA,Inc. ： 69名

- 株式会社ディーゼロ：46名

- 株式会社ハイウェル：22名

12,015名（2021年9月末時点）

株式会社ディーゼロ

Kaizen Platform USA,Inc.  

株式会社DX Catalyst

株式会社ハイウェル

会社名 ：

設立 ：

所在地 ：

従業員数 ：

登録スタッフ数：

関係会社 ：

KAIZEN platform Inc. と、当社の子会社であるKaizen Platform USA, Inc. との間で、KAIZEN platform Inc. を吸収合併消滅会社、Kaizen Platform USA, Inc.を吸収合併存続会社とし

その対価として、当社の株式をKAIZEN platform Inc.の株主に割当交付する三角合併を実施するとともに、日本事業をKaizen USA, Inc.から当社へ譲渡し（2017年7月)、現在に至る
*

Kaizen Platformの紹介 |  会社概要
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創業以来、デジタル上の顧客体験(UI/UX)改善に注力。

1,000社50,000施策以上の改善施策を実施し、顧客の事業グロースを伴走支援

Kaizen Platformの紹介 |  事業概要

自分にあった

サービスに出会える

分かりやすく

簡単に申し込める

困ったときに

すぐに解消できる

使いやすく

便利な情報も届く

集客

CVR

LTV

解約率

店員とすぐに

相談できる

受注率

事業成長
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改善 制作

人材

トータル
提案

Kaizen Platform

ハイウェル

ディーゼロ

※Google/Meta/Amazon/Yahooなど各広告PFの
公式クリエイティブパートナー（動画）認定

Kaizenグループの紹介 |  事業概要

攻めのDXに必要なケーパビリティ（人材・戦略・アイデア・技術）を提供

グロースハック・組織開発 Webサイト制作/開発

エンジニアやPMOなどDX人材の提供（SES）
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グロース支援

Kaizen Platformのサービスラインナップ

流入から獲得、CRMまでKPIを改善するためのサービスを提供

1,000社50,000施策以上の改善施策を実施し、顧客の事業グロースと組織開発を伴走支援

広告

SEO

SNS

LP Form

アクセシビリティ

トランスフォーメーション支援

コンサルティング 組織開発 採用支援

集客改善ソリューション

流入 獲得 CRM(リピート等)

サイト改善ソリューション CRM改善ソリューション

CRM
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①高いコンサルティング力を持つ人材が、②分析・企画・実行・検証に一気通貫で伴走。
③1,000社50,000施策超の実績・データ・ノウハウから、最適なDXを支援

③ 実績・データ② 伴走支援① コンサルティング

50,000件の『改善活動』で得た『PDCAデータ/ノウハウ』を活用

単純なツール会社や制作会社ではな
くコンサル力の高い『DXプロ人材
』による支援体制

分析→企画→実行→検証までの
一連のプロセスに伴走し、KPIのカ
イゼンを強力に支援

各業界のトップ企業計1,000社の
KPI改善に伴走してきた実績と、そ
のデータ/ノウハウを保有

Kaizen Platformの紹介 |  DX支援の強み
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取引実績

累計『1,000社超』のお取引実績

各業界のリーディングカンパニーの事業成長をご支援

プラットフォーム

通信金融 メディア

SBI証券

人材

EC

大地宅配

ノジマ

Yahoo

楽天

ビズリーチ

不動産・自動車 旅行

サブスク

大東建託

UR

IDOM

BIKE王

広告代理店

その他

大阪ガス

Finc
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DXの次を見据え始めた
グローバル企業01

10© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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DXの先頭を走るNIKEとDisneyの現在地

© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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デジタル活用がその業績の明暗を分けたコロナ禍を経て

NIKEやDisneyなどDX先進企業は次なるフェーズを見据える

Digitization
デジタイゼーション

Digitalization
デジタライゼーション

DX
デジタルトランスフォーメ

ーション

業務の標準化/
アナログのデータ化

プロセス/システム/データの
デジタル化

✓ビジネスモデルや社会構造を変革

✓デジタルデータを活用した

新たなサービスを展開

DXの次のフェーズへと向かう米国

属人化の解消・標準化

効率化

差別化＆競争力を向上し
社会にインパクトを

与える変革

Starb
ucks

NIKE Disney

先進企業は新たなフェーズへ

・
・

・
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D2CやOMO対応のベースを整えるNIKE

D2C売上比率を4割以上に高め、アプリダウンロードも3億を超えると言われるNIKE

次はこの顧客接点やデータのさらなる活用を見据える

42% D2C売上比率 3億＋
OMO・顧客接点の起点となる

アプリダウンロード数

DXにおける最初のステップを実現し、本格的なビジネス変革へ進む準備が整う

NIKEの各種アプリや自社EC

①顧客との直接的な接点の構築

①を横断的に活用可能な体制

②顧客データの取得・活用

※Source：NIKE, INC. FORM 10-Q

※Source：More Than 300 Million Reasons Why Nike Is Dominating Digital

https://d18rn0p25nwr6d.cloudfront.net/CIK-0000320187/922c0da8-8edd-4a92-ac54-5eec0d31b9a1.pdf
https://www.nasdaq.com/articles/more-than-300-million-reasons-why-nike-is-dominating-digital
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NIKEが次に注力する領域｜MetaverseやNFT

さらに、NIKEというブランドをデジタル・仮想世界においても構築すべく

デジタルプロダクトや新たな体験創出に向けた投資を強化



Powered by 

© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved. 15※本スライドはHonest（株）との共同制作です

最も注目されるのがNFTを活用した独自プラットフォームの構築

NIKEのファンだけでなくアスリートやクリエイターなどブランドに関わる

全ての人を対象とした共創のためのプラットフォームを開発
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35% D2C売上比率 2億＋ 有料サブスク会員数
遂にNetflixを追い抜く

テーマパークのみならず、従来は放送局や劇場を介して届けていた映像コンテンツのD2Cも実現

Disney+などでパーク以外の
顧客接点を創出

①顧客との直接的な接点の構築

パークと横断したDisney全体で
の顧客データ取得・活用の道筋
が開ける

②顧客データの取得・活用

NIKEとともにDXの次のフェーズを見据えるDisney

ついにグループ全体の有料サブスク会員数はNetflixを捉える規模へ成長

パークとメディアを横断した顧客接点構築とデジタル化を完了

*Media&Entertainment事業
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Disney+はストリーミングサービスは次世代のプラットフォームを目指す

Disneyにおけるメタバースを“Next Generation Storytelling”と定義し

Disney+を単なる映像ストリーミングサービスではなく、新たなPFへと進化を目指す
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Disneyはメディア事業とパーク事業を横断するための組織・タスクフォースを立ち上げ

外部から経験をもつ人材も登用して本格的な推進を行う

実現に向けた特別チームを組織
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DXの次のフェーズ = より深い関係性の構築・体験の提供

これまでのDXの大きなテーマは“利便性の向上”

これから求められるのは、よりブランドと距離を縮める体験や関係性の構築

これまで これから

体験

データ

利便性の向上

データの取得
活用基盤の構築

より深い
関係性の構築

本格的な
データ活用
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スターバックスは“デジタル・サードプレイス”への投資として

NFTを活用した独自のロイヤリティプログラムを構築を発表

より深い関係性の構築・新たな体験の手段として期待されるNFT
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ディスプレイ

データ

人や組織

画面の中での顧客体験

データを活用した顧客体験

現実世界での組織/働き方

現実世界での顧客体験

顧客体験（CX）の本質的な変革を伴うDXは3つの階層で起きており、

画面とデータなどのデジタルワールドだけでなく、現実世界の働き方の変革が発生する

DXで見えてきたこと
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DXは人の働き方を変える

米国は日本に比べて、人を入れ替えても戦略を遂行することが当然

国内のDXがなかなか進まない背景には、最も抵抗が根強い働き方への配慮があると言える

※Source: CNN「マスク氏買収のツイッター、全社的な解雇実施 従業員から投稿相次ぐ」

※Source : TrueUp ”of Tech Employees Let Go”

https://www.cnn.co.jp/tech/35195602.html
https://www.trueup.io/layoffs
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DXの次を占う2つのトピックス
Web3 / AI02

23© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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昨年から今年にかけて大きな注目を集めるとともに

DXの次を考える上で2つの重要なキーワード

注目キーワード：Web3 / AI

Web3
NFT/Metaverse

AI
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Web3, NFT, Metaverse

© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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昨年から今年にかけて大きな注目を集めるとともに

DXの次を考える上で重要なキーワード

Web3とは？ NFTやMetaverseとは何が違う？
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現在語られているWeb3（もしくはWeb3.0）には大きく2つの流れが存在

ブロックチェーン技術の活用が土台となることが多く、思想的な側面が強いキーワード

Web3とは何か？
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NFT（＝Non-Fungible Token）はブロックチェーン上に構築された

トークンの一種であり、アートやゲームなどを中心に2021年から大きく注目を集めた

NFTとは一体何か？
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StarbucksやNIKEなどの事例の通り、デジタルを活用した新しい体験、

ロイヤリティプログラム構築の手段としての期待が高まる

ロイヤリティプログラムへの活用が期待されるNFT
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MicrosoftやDisneyなど多くの企業がMetaverseに言及するようになる一方で

その意味や考え方は各社によって大きく異なる段階にある

Metaverseとは？
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MetaverseはNFTやWeb3とは違うのか？

例えば、Metaverseの定義の一つとしては以下の通り

Metaverseは必ずしもWeb3のように分散化したり、NFTを活用する必要はないとされる
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Metaverseが期待される背景と注目されるプラットフォーム

Metaverseは若年層へのアプローチや新たな顧客体験の提供手段として期待される

Robloxなど、現在注目されるプラットフォームは以下の通り

注目されるプラットフォーム

米国No1小売のWalmartはRoblox上にWalmart Landを構築
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ちょっとここで宣伝です！

Honest株式会社では、NIKEやDisney、Starbucksも注目する

Web3, NFT, Metaverseについて、「興味があるがよくわからない…」方に向けた特別レポートを

noteにてご提供しております

ここでCMです

noteはこちらから

https://note.com/honestinc/n/n7bce6a2bd157
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AI

© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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Web3やNFTだけじゃない。進化を遂げるAI

わずか数秒で、リクエストに基づくクリエイター顔負けの絵を生成するAI

さらにはGoogleの検索を代替するとまで言われる、回答を自動生成するAIの登場

テキスト→画像 検索 / コーディングチャット / コミュニケーション

MidjourneyやDALL・E2、
Stable Diffusionなどテキスト
を入力すると自動で画像を生成
するサービスが続々リリース

AIが作成した
絵だけで絵本を
制作する人も
続々と登場

弁護士に代わって
価格交渉を自動で行う

AIボットも登場

コードの修正方法をAIに
尋ねるだけで、間違いや
解決策を教えてくれる

※Source:BuzzFeedNews “A Tech Worker Is Selling A Children's 
Book He Made Using AI. Professional Illustrators Are Pissed.”

※Source:The Verge “DoNotPay is launching an AI chatbot 
that can negotiate your bills”

https://www.buzzfeednews.com/article/chrisstokelwalker/tech-worker-ai-childrens-book-angers-illustrators
https://www.theverge.com/2022/12/13/23505873/donotpay-negotiate-bills-ai-chatbot
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2022年、大きく進化したAI

「コロラド・ステート・フェア」アート・コンペのデジタル・アート部門において、

コロラド在住のゲームデザイナー、ジェイソン・アレン（Jason Allen）が

AIで制作した作品が優勝し賞金として300ドルを受け取り物議を醸した

『Théâtre D’opéra Spatial （宇宙のオペラ座）』（Jason Allen）Midjourney

※Source:NewSphere 「AIで描いた絵がコンテストで優勝 論争も、広がるAIアートの可能性」

https://newsphere.jp/technology/20221118-1/2/
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2022年、大きく進化したAI（発話）

セミプロのナレーションとAIナレーションの差が埋まりつつあり、

2022年当社制作動画の9割がAIナレーションにシフト

▲セミプロナレーション▲AIナレーション

https://www.youtube.com/shorts/2j245d9epLo
https://www.youtube.com/shorts/C-ZIscV2E_s
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2022年、大きく進化したAI（対話）

ChatGPTの用途が飛躍的に拡大しており、Googleを超えた可能性も

※Source:twitter ※Source:twitter

https://twitter.com/fladdict/status/1598209117729869824?s=20&t=rtwRTCMFA2Ky3TbqaApw7w
https://twitter.com/kensuu/status/1603767891610202112?s=20&t=rtwRTCMFA2Ky3TbqaApw7w
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2022年、大きく進化したAI（プログラミング）

GitHub CopilotやChatGPTなどAIがプログラムをサポートする時代の到来

※Source:twitter ※Source:twitter

https://twitter.com/masato_code/status/1602655030024105984
https://twitter.com/Amapenpen/status/1604121079147950080
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業務プロセスの中にAIが取り込まれる時代の到来

実用に耐えられるAIの登場により、

業務ジャーニーのなかの様々なシーンでAI活用を検討すべきタイミングがきた

フェーズ

向き合う顧客と
提供サービス

• 顧客：大手法人（ToB、直商流）※特に〇〇部門の方
• 提供サービス：〇〇

フェーズごとに
とり扱う情報

提案
クロージング/

契約
アフター
フォロー

問い合わせ 商談準備

● 顧客情報
└基本情報
└商品要望
└商談内容

● 顧客情報
└基本情報
└商品履歴
└商談履歴
└契約条件

● 契約情報
└契約内容
└与信情報

● 顧客情報
└商品履歴
└商談履歴
└契約情報
└担当営業

● 契約情報

● 顧客情報
└基本情報
└商品要望

● 顧客情報
└基本情報
└商品要望
└商談内容（準備）

● 商品情報

フィード
バック

● 商品情報

自
社

顧客

営業

商品企画

インサイドセールス

新規
問い合わせ

商談資料
準備

相手情報の
収集

顧客カルテ
作成・更新

契約書

最新商品情報
のInput

商談

受付・営業
担当者連絡

担当
営業決め

詳細条件
調整

問い合わせ
対応

商品
FB

FB収集 新商品企画

バックオフィス
（主に営業事務）

契約処理

問い合わせ
対応
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DXの要件

デジタルの活用で圧倒的に優れた顧客体験を提供し、事業を成長させること

DX
業務オペレーション

CX
顧客体験

DXの裏側には

必ずCXの変革と

それに伴う

収益創造があります
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日本のDXの潮流を読む03

42© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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非デジタル企業から見ると「新しい競争戦略」であり、

顧客起点での「デジタル変革」という現象でもある

誰の 何 How

主に金融・

製造・サービス業

などの

非デジタル企業

コモディティ化が進み

差別化が難しくなった

産業セクターにおける

競争戦略

デジタルを活用し

圧倒的な顧客体験を

生み出す事で

競争を優位に運ぶ

DXとはなにか？



44© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.

電子処方箋が登場した結果、顧客体験(CX)はどうなるのか？

DXによって大きく変わる顧客体験

http://www.youtube.com/watch?v=IE5ZxZINyZQ
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DXによって顧客体験(CX)は大きく変わる

CXの再定義によってパッケージも付帯するデジタルサービスも大きく変わる

登録して電子処方箋
をアップロード

飲む日時/錠剤数に合わせて
個包装パッケージされて送付

アプリで毎日飲み忘れを防ぐリマインド
24時間チャットで薬剤師に相談可能

CXの再定義からDXの提案が大きな付加価値に変わる

Amazon pharmacy（Amazon薬局）
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社会変化が顧客体験の変革を後押しする

社会変化

トレンド
ESG/SDGs

人口減少/採用難
法改正

大きな社会変化に伴いDXが進み顧客接点がデジタルシフトし、

顧客体験（CX）の再定義を迫られる
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社会変化によるCX変革04

47© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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ショート動画の台頭とユーザーの変化

© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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クイズ

ひとつのことに集中している時間のことをアテンション・スパンと呼びます。

15年発表のマイクロソフト調査によると、

00年から15年で平均アテンション・スパンが大幅に落ちていると言います。

集中力が持続できる時間はどのくらいでしょうか？

8秒
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クイズ

表示までの速度が1秒増える毎に何%離脱率が上がるか？

約7%
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DXと『顧客体験』

デジタルで『商圏』や『陳列棚』といった物理的な制限がなくなる中で、

使いやすさ/わかりやすさといった『顧客体験』が企業の競争優位を決める要素に

デジタルは、人の認知能力そのものをも大きく変えている
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TikTokの衝撃

TikTokの影響でYouTubeもShorts、InstagramもReelsを導入、ショート動画が台頭

結果、TikTokクリエイターの転載コンテンツがYouTubeを侵食し始める

ユーザー数/滞在時間が急増中 YouTubeの再生回数もTikTokerが上位を独占

※Source: MarkeZine「2022年1～3月、最も再生された動画やチャンネルは？【インフルエンサーパワーランキング】」

https://markezine.jp/article/detail/38820
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無目的なユーザーの増加=衝動買いや潜在層の取り込みが可能に

検索やSNSと異なりショート動画は無目的なユーザーが大半→TVの視聴態度に近い

そのために、顕在化していない層へリーチできる

SNS=人 ショート動画=コンテンツ(ネタ)

各プラットフォームに

関心のある「誰か」を観に来る

ショート動画には

面白い「なにか」を観に来る

検索=信頼性

検索エンジンで

「興味」を検索

コンテンツ =ネタ至上主義

ゆえに潜在層にリーチ可能

すでにニーズが明確化している

顕在層にリーチ可能

指名買い/目的買い 衝動買い
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実際にTikTok売れはものすごい起きている

これまでだとTVで紹介されると売れるのと同様の現象がSNSが起点に

SNS売れのヒット構造が顕著に

TikTok売れで週販2,000倍の売上！(ユニクロ) TikTok売れで累計100万足の売上！(ファミマ)

総視聴回数 #ファミマソックス 275万回視聴

総投稿本数 181投稿
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SNSが製品認知経路のメインストリームに

あらゆる消費財における情報源は、スマホを経由したSNSが主役へ

それでも、日本のユーザーのほとんどは、オフライン経由で製品を購入

小売のバイヤーもSNS売れを逃したくないという新しいニーズが生じている

圧倒的なスマホの総接触時間

2022年、スマホの総接触時間が33%になり、
テレビの32%を超えた。

PC・タブレットを含めると57%。

製品の認知経路はTVからSNSへ でも、買うのは店頭

それでもECで購入する割合は、日本市場におい
ては低く、EC化が進んでいるスキンケアでも
2022年のEC比率は20%に満たない状況で、ド
ラッグストアが約30%でトップにいる状況。

製品を認知する情報源についてもSNSが中心と
なり、テレビを大きく超え、SNSは理解を深め
るだけでなく、認知を形成するチャネルになっ
ている。

※Source：富士経済 化粧品カテゴリー 2021※Source : 博報堂DYメディアパートナーズ「メディア定点調査2022」
※Source : SHIBUYA109 lab.

「Z世代のSNSによる消費行動に関する意識調査」

https://www.hakuhodody-media.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2022/05/HDYMPnews20220525.pdf
https://shibuya109lab.jp/article/220118.html
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SNSと店頭の連動性

リテールメディアの浸透は加速し、店内にデジタルサイネージが普及

今後SNSと店頭の連動性は高まっていくと想定される
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障害者差別解消法とウェブアクセシビリティ

© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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ウェブアクセシビリティとは

※Source : 総務省「公的機関に求められるホームページ等のアクセシビリティ対応」

「年齢・身体条件にかかわらず、Web上で提供されている情報に誰もがアクセスでき、利用できること」
またはその「アクセス・利用しやすさ」を指し、DXの社会実装に欠かせない取組

https://www.soumu.go.jp/main_content/000543284.pdf
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障害者差別解消法：障害者の権利の保証と、平等性を確保するための大きな3本柱

障害者差別解消法の3本柱

障害を理由にサービスや機会の提供を拒否したりしてはならない

施設のバリアフリー化のほか、
Webサイトをアクセシビリティに配慮して提供する
など、
根本から可能な限り障壁をなくし、障害者も利用しやすい環境を整備

下の2つでも足りないところを、個別のケースに応じて、
細やかな配慮（合理的配慮）を提供することで補う。

※Source :  kzakza「障害者差別解消法の三本柱-障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止、環境整備、合理的配慮の提供-」

1. 障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止（第七条第一項、第八条第一項）

2. 環境の整備（事前的改善措置）（第五条）

3. 合理的配慮の提供（第七条第二項、第八条第二項）

https://code.kzakza.com/2014/12/kaishoho_intro/
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「高齢者や障害者」だけの特別なものではなく、すべての利用者にとって重要

これらすべてがアクセスへの障害になり得る

手を怪我した 眼鏡を忘れた 周りが騒がしくて
聞こえない

パソコンが
使えない

スマホで
読みにくい

ボタンやリンクが
押せない、間違い

やすい

そもそも端末が
対応していない

通信速度が遅く
画面が表示され

ない

ウェブアクセシビリティは特別なものではない

※Source : 総務省「公的機関に求められるホームページ等のアクセシビリティ対応」

https://www.soumu.go.jp/main_content/000543284.pdf
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JISで達成基準が明確に決められている

JISの規格としてまとまっており、公的機関はAA、民間企業はAと達成基準も定められている

※Source :ウェブアクセシビリティ基盤委員会（WAIC）「高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器，ソフトウェア及びサービス－第3部：ウェブコンテンツ」

https://waic.jp/docs/jis2016/understanding/201604/
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総務省からの公的機関への達成期限は2017年度末だがまだ半分も超えていない
民間も含めるとまだ4.6%の対応状況

公的機関のウェブアクセシビリティ対応状況

※Source : 総務省「公的機関のウェブアクセシビリティ確保の取組実施状況に関する調査報告書 概要版（令和4年3月）」

※Source : 総務省「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」

https://www.soumu.go.jp/main_content/000811493.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000439213.pdf
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DXが普及するためにはアクセシビリティが必要不可欠

DXの普及浸透に関して大きい課題がシニアや障害者などのアクセシビリティの担保

今後DXの社会浸透と共に対応が求められていく
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温室効果ガス削減とペーパーレス
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カーボンニュートラルは大きな社会変化

カーボンニュートラルに向けたDX

日本政府の目標 Apple社の対応

2030年までに2013年度比50%削減

2050年までに完全なるカーボンニュートラルを実現

先んじて、2030年までにサプライチェーン全体を通じた

カーボンニュートラルの実現を宣言

2030年 2050年

-46%

（2013年度比）
50％に向け挑戦する意向

カーボンニュートラル
の実現

紙はカーボンの影響が極めて大きく、政府目標に先んじて先進企業を中心にペーパーレス化が加速する可能性が高い

※Source：外務省「日本の排出削減目標」 ※Source：Apple社
「Apple、2030年までにサプライチェーンの 100％カーボンニュートラル達成を約束」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page1w_000121.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page1w_000121.html
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商品パッケージに同意取得や取扱説明書やサポートなどをバンドルしてCXを高めて

顧客情報をデジタル管理していく時代の到来

商品パッケージからダイレクトに顧客データを取得

上流
営業
販促

同意 取説 保証 下流

DM/営業 約款/重要事項 取扱説明書/使い方 保証書/サポート

顧客情報
本人確認

同意
型番/バージ

ョン確認
販売店/購買

確認

購買

商品パッケージからスムーズなユーザーデータの取得
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スマホを片手に製品の使い方をユーザー自身で学んでいく時代

アプリなどでのスムーズなオンボーディングを実現

Appleサポートアプリ クラブパナソニック

DLして開けた瞬間からデバイスや保証状況など

自動で連携され、一括で管理されている

QRコードからスムーズに製品登録が可能に

オススメの機能など使ってほしい機能への誘導も

http://www.youtube.com/watch?v=hJp3xeqSNT4
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FAQやサポートサイトだけでなくYouTubeでの検索にも対応が必要

YouTube公式チャンネルでの掲載 購入後だけでなく購入前にも視聴されている

使い方やトラブルシューティングなど

YouTubeでの検索が伸びている

取説動画は、購入前視聴者が存在

部品点数や使い方など購入の検討材料にしている

例）

テントの組み立てイメージ

【参考】マニュアルは購入後ユーザーだけのものではない

※Source:コールマンジャパン公式YouTubeチャンネル

https://www.youtube.com/@ColemanJAPANtv


69© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.

• 顧客の商品買い替えタイミングを精緻に予測可能

→ 効率的なアプローチを実現

タイミングキャッチの
高度化

マーケ高度化に基づく
クロスセル

設備管理機能の向上

問い合わせコスト削減

リコールコスト削減

生産性・CX向上

保証

取説

同意

データ化により得られる情報 活用仮説

• 顧客ごとに購入商品がわかるため、それぞれに適切

なクロスセル商品を提案可能

• 様々な機器を取り扱う企業は、設備管理コストが高

い → 購入情報で適切な減価償却や2次流通が可能

• メーカーの問い合わせの50%は型番特定

→型番情報から問い合わせ対応工数の削減が可能

• リコール時にはCM等の広告費が必要だったが、型番

情報をベースに顧客に直接アプローチが可能

• 重要事項説明を紙&対面ではなく、動画&非対面で行

うことで、生産性に加え、顧客の理解度も向上

いつ保証が切れるか？

誰が何を購入したか？

購入した商品の型番は？

いつ何に同意したか？の
履歴データ

ユーザーデータからCRMの顧客体験を進化させる

商品からダイレクトに得られる顧客データで、CRM活動の高度化が可能になる
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ユーザーデータを活用して、自分で解決できるような顧客体験を提供する

カスタマーセルフ化を支援するDXが求められている

カスタマーサポートのDX

解決 解決

疑問 問い合わせWeb検索 不満…

問い合わせサイト コールセンター

『電話が来る前＝問い合わせサイト(FAQサイト/マイページ)での自己解決促進』が重要
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人口減少と人手不足
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全国的に人手不足が顕著になる中、リモート対応可能な募集に人が集まる傾向や

経験を通じて学べるスキルを求める若者層を始め、DX対応は採用競争力にも大きな影響を与え始める

全国的な人手不足

生産人口の減少 上昇を続ける求人倍率

2035年まで毎年平均71万人の生産人口が減少
現在大卒の就職希望者が45万人なので

極度の若者不足が想定されており、DXは採用競争
力においてもマストと考えられる

転職検討者の人数規模は増えていないが、
求人数はIT・人材・コンサルティング職を中心に増えており

日本全体で人手不足が顕著になってきている

※Source : 内閣府「令和4年版高齢社会白書」 ※Source : DODA「転職求人倍率レポート（2022年11月)」

https://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2022/zenbun/pdf/1s1s_01.pdf
https://doda.jp/guide/kyujin_bairitsu/
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採用が困難、あるいはコスト負担が大きくなってきている領域でDXを活用して

生産性を高め省人化する動きが活発化している

人手不足解消に向けたDX

職業大移動の可能性 人手不足解消に向けたDX

約半数の労働人口がAI/ロボットに代替しやすい仕事に
就いており、今後大きな職業移動が想定される

人手不足の影響を大きく受ける
雇用者数が相対的に多い/報酬レンジの高い職種から

業務のDXが進み、AI化されていく可能性が高い

※Source : 野村総合研究所「AIと共存する未来～AI時代の人材～」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12602000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Roudouseisakutantou/0000186905.pdf
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コールセンター省人化に向けたDX

電話

Web

IVR 電話

チャット

自己解決
コンテンツ

自己解決
コンテンツ

解決

電話

解決

解決

解決

解決

解決

5

2

3

6

4

No. 課題 コールセンター課題 その他課題

1 ● Webに行かず電話問い合わせを使用 ー ● 各案内からの一次窓口をWebに集約

2 ● IVRを案内できていない ● IVR開発・運用体制が構築されていない ー

3 ● IVRからWebへ誘導できていない ● 案内を分かりやすく改善できていない ー

4 ● 電話窓口からWebへ誘導できていない ● Web誘導の重要性が周知されていない ー

5 ● 自己解決コンテンツへ誘導できていない ー
● Webサイト内の動線が分かりづらい・弱い
● 自己解決コンテンツが不足している

6 ● 自己解決コンテンツを見るが電話する ー ● コンテンツが分かりづらい・解決できない

7 ● チャットへ誘導できていない ー ● チャットの存在が認知されていない

1

SMS

SMS

7

6

Webやアプリでカスタマーサポートを充実し、電話の入電を減らす

動画をSMSやチャットで送付し、電話の対応時間を減らすサポートDXが大きく増加

顧客
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これまでのサポートサイトを充実し、大幅な入電を削減するDXも。

今後はチャット対応のAI化もさらに進むと想定される

FAQサイトの情報設計

問い合わせ分析 情報再設計 TOP/カテゴリページ改善

コールセンターへの問い合わせの
理由をカテゴリ分けして可視化

問い合わせ理由に基づき
サイトの情報設計を再整理

手続き

契約 変更 支払 故障 設定 商品

サポート 他

A B C D E F

左記に合わせ、問い合わせ
TOP/カテゴリページを改善

1位 契約

2位 変更

3位 支払

4位 故障

5位 設定

6位 商品



76© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.

カスタマーサポートからカスタマーサクセスへ

ユーザーニーズ
をデータ化 コールセンタ

閲覧者へのアプローチの

ためコールセンタを強化

LINE/MA/メルマガを強化

LINE/MA/メルマガ

Webサイト

Webサイト埋込＋パーソ

ナライズにデータ再活用

サポートアプリ

IoT製品

サブスクサービス

サブスク型のビジネスが普及していく中で、利用促進が鍵に

受け身のサポート業務を省人化し、データを活用したアクティブなカスタマーサクセスへ
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DMを活用したアフターフォローの高度化

従来

トラッキングあり

誰が開封したか不明

誰が開封したかに加えて
顧客データの直接取得が可能に

フォロー

個人を識別できるQRコードを挿入し、開封有無やユーザーニーズを補足するDMから

データ取得しアフターフォローを充実させ、アップセルや解約防止を実現するOMO施策
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DMから顧客ID毎にニーズやお悩みなどデータを取得し、フォローアップを高度化

動画やアンケートを活用し『顧客のお悩みや関心データ』を収集したり、

LINEの友だち獲得を促すことでその後のフォローアップを高度化

2分で終わる動画アンケート 分岐や選択肢のデータを取得

QRコードから簡単にアンケートを集める
動画の中に『選択肢』を組み込み、条件分岐を

作ることで『個々人の興味関心』データを取得
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BEFORE
90分

AFTER
60分

事前想定 トーク
ヒアリング/サービス説明/
プラン説明/クロージング

接客アンケート
回答

契約（重説読み上げ） 接客記録入力

15min 55min 75min 80min 90min

①来店時、顧客がサービス説明動画を
視聴している間に、店員が想定を行う
（▲10min)
②契約書の重説省略&オンライン化に
より契約時間を短縮（▲15min）
③接客アンケートは、退店後に顧客自
身で回答してもらうことで時間短縮（
▲5min）

トーク
事前想定

サービス説明
動画視聴

ヒアリング/サービス説明/
プラン説明/クロージング

10min

契約（重説
読み上げ
なし）

接客記録入力

15min5min 55min50min 60min

カウンター接客を90分から60分に短縮することで採用難に対応

1

退店後に
アンケート回答

2

3

店員

顧客

カウンター営業の効率化
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重要事項説明のDX

お客様送付チラシ

1.  返済方法について
動画A/動画B/動画C

2.  金利について
動画A/動画B/動画C

3.  ●●について
動画A/動画B/動画C

返済方法 動画A/B/C

金利 動画A/B/C

●● 動画A/B/C

… …

氏名 返済 金利 …

aさん B A C

aさん A A B

aさん C B A

bさん C B B

bさん B C A

bさん A C C

… … … …

● QRコードをつけて
Webへ誘導

● ユーザーが自分で口座に
ログイン

● 個人と紐付きで閲覧デー
タを取得

● 個人と紐づく形で各
カテゴリーの動画の
閲覧状況を把握可能

● 本データを活用して
店舗の重説を効率化

氏名

取引支店

口座番号

電話番号

個人情報取扱について

同意する

https://bank.form https://bank.form

店舗での重説業務が残る『住宅ローン』をDX。

動画を活用して顧客と従業員両方の負荷を下げて、何度も見返せるようにCXを向上
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アナログ規制撤廃とデジタル完結までのステップ

© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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デジタル化を阻害していた法律/政令/省令が今後3年で全て撤廃され

行政サービスはデジタル完結が可能になっていく

※Source:デジタル庁「デジタル原則をふまえた規制の横断的な見直しについて

アナログ規制撤廃

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/liaison/log/2205_00general/220531/220531general_06.pdf
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デジタル完結までの間でアナログとの並走期間があり、

ここが店舗やチャネルなどアセットを活かせる企業の最後のチャンス

※Source:デジタル庁「デジタル原則をふまえた規制の横断的な見直しについて

CXが全てデジタル前提に塗り替わる時代の到来

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/liaison/log/2205_00general/220531/220531general_06.pdf
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社会変化が顧客体験の変革を後押しする

社会変化

トレンド
ESG/SDGs

人口減少/採用難
法改正

これまで挙げてきたような社会変化がDXを後押しし、

顧客体験の再定義を迫っていく
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DXは働き方変革に繋がる

ディスプレイ

データ

人や組織

画面の中での顧客体験

データを活用した顧客体験

DXが進むとこれまでの仕事がなくなったり、時間の使い方が大きく変わり

働き方の変革が必ず必要になるため、その準備が必要

現実世界での組織/働き方

現実世界での顧客体験
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働き方改革とDX05

86© 2022 KAIZEN PLATFORM INC. All Rights Reserved.
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東京のDX推進強化に向けた「GovTech東京」構想

このポイントは何か？

※Source : 東京都デジタルサービス局YouTube「都のDXに関する政策発表について」

GovTech東京

https://www.youtube.com/watch?v=Phqi08SDAJA&t=1471s
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GovTech東京

①都庁各局DX

③デジタル基盤強化・共通化

④デジタル人材
確保・育成

⑤データ利活用推進

⑥官民共創・新サービス創出

②区市町村DX

GovTech東京の機能

Source : ＃シン・トセイ 都政の構造改革推進チーム（東京都 公式）note「東京DXの新展開 “GovTech東京”設立構想を発表しました」

『人事制度の発明』が非常に重要な点

https://note.com/kouzoukaikaku/n/n491dc390e15a
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DX推進のボトルネックは人材不足

① 転職求人倍率 ② DXを進める上での課題

※ Source：doda 転職求人倍率レポート（2021年7月/数値修正版） ※ Source：総務省調査

技術系 (IT／通信)

9.68倍

全体

2.31倍

求人倍率が

コロナ前レベルに急速に回復

人材不足

DXニーズは依然強く、DXを推進できる人材の確保が急務

https://doda.jp/guide/kyujin_bairitsu/
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DX実行に向けた人材確保の重要性

※Source : 東京都デジタル人材確保・育成基本方針 ver.1.0

DX人材の確保には、単に採用や育成だけでなく

土台となる組織開発が重要

https://speakerdeck.com/tokyo_metropolitan_gov_digital_hr/dong-jing-du-dezitaruren-cai-que-bao-yu-cheng-ji-ben-fang-zhen-ver-dot-1-0?slide=8
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そもそも各社が求めているDX人材とは何か？

※Source : 三菱総合研究所「DX推進のカギとなる「デジタル人材育成」

企業が求めるDXコア人材は、プロデューサーやビジネスデザイナーなど

デジタルリテラシーを持ち、業務に精通した変革人材

https://www.mri.co.jp/service/digital-human-resource-training.html#:~:text=%E3%83%87%E3%82%B8%E3%82%BF%E3%83%AB%E4%BA%BA%E6%9D%90%E3%81%A8%E3%81%AF,%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%80%8D%E3%81%AE%E3%82%B9%E3%82%AD%E3%83%AB%E3%81%8C%E3%81%82%E3%82%8A%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82
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DX人材の育成に向けては、スキルを分解して自社人材の育成プランを検討していく必要がある

東京都が公開しているデジタル人材確保・育成基本方針は非常に参考になる

DX人材育成に向けたスキルの分解

※Source : 東京都デジタル人材確保・育成基本方針 ver.1.0

https://speakerdeck.com/tokyo_metropolitan_gov_digital_hr/dong-jing-du-dezitaruren-cai-que-bao-yu-cheng-ji-ben-fang-zhen-ver-dot-1-0?slide=8
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分解されたスキルをDX人材のジョブタイプ毎に詳細化

タレントマネジメントに装着して採用/任用/配置/育成をセットで考えていく必要がある

DX人材育成に向けたジョブタイプの要件定義

※Source : 東京都デジタル人材確保・育成基本方針 ver.1.0

https://speakerdeck.com/tokyo_metropolitan_gov_digital_hr/dong-jing-du-dezitaruren-cai-que-bao-yu-cheng-ji-ben-fang-zhen-ver-dot-1-0?slide=8
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DX人材育成に向けては”言語化”が非常に重要になる

言語化できなければ人材育成などできない

DX人材育成に向けた言語化

※Source : 東京都デジタル人材確保・育成基本方針 ver.1.0

https://speakerdeck.com/tokyo_metropolitan_gov_digital_hr/dong-jing-du-dezitaruren-cai-que-bao-yu-cheng-ji-ben-fang-zhen-ver-dot-1-0?slide=8
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プロデューサーは総合職ではなく専門職

通常の人事異動に乗せるとDX人材育成はリセットされてしまう

プロデューサーは総合職ではなく専門職として認識し、

人材プールを集約化し、プロジェクトにペアでアサインする徒弟制で育成

※Source : 東京都デジタル人材確保・育成基本方針 ver.1.0

https://speakerdeck.com/tokyo_metropolitan_gov_digital_hr/dong-jing-du-dezitaruren-cai-que-bao-yu-cheng-ji-ben-fang-zhen-ver-dot-1-0?slide=8
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DXはわからないことを前提で進める知の探求

縦の連携（トップ〜現場）と横の連携（現場、IT、DX、企画）が

一体となった連携が求められるため社内調整や組織の動かし方が極めて重要

現場

経営

ミドルマネジメント

事業企画部門

IT部門 DX部門
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DXは大きく3つの異なるスキルが求められる総合格闘技

プロデューサーが異なる才能を持つ人材でチームを組んで、取り組む必要がある

ヴィジョン
戦略構築

デジタル
IT実装

社内調整
組織変革

DXは企業変革であり”総合格闘技”
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DXの知識＝デジタルスキル？

※Source：経済産業省「DXリテラシー標準 Ver1.0」

DXを実行するためには、データ活用やITの知識だけでなく、

OJTなど実践を通じた能力開発が重要

マインド・スタンス

DXの背景
DXで活用さ
れるデータ

・技術

データ・
技術の活用

変化への
適応

コラボレ
ーション

顧客・ユ
ーザへの

共感

常識にと
らわれな
い発想

反復的な
アプロー

チ

柔軟な意
思決定

事実に基
づく判断

DXリテラシーの全体像
（経済産業省 DXリテラシー標準より）

Why What How

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/skill_standard/DX_Literacy_standard_ver1.pdf
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DXの成否には、組織文化が大きな影響を与えている

DXが成功している組織の特徴①

https://www.ipa.go.jp/files/000082053.pdf
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DXの成否には、経営の課題意識が内向きか外向きかで大きな差が出ている

DXが成功している組織の特徴②

※Source : 独立行政法人情報処理推進機構「デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進に向けた企業とIT人材の実態調査」

https://www.ipa.go.jp/files/000082053.pdf
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日本のDX人材確保に向けた課題の本質

● マインド・スタンスが重要なため実践がカギ

→特に社内でのプロデューサー育成が最も重要

● 定期異動により、育成した人材が抜けてしまう構造(DX積み木崩し)

→育成するDX人材をどう専門職としてプールするか？

→専門職を専門職が評価できる組織構造にするか？

人材育成の課題

人事制度の課題

● DXでなくなる仕事の再配置先をどう作るか？

→これまでの強みやアセットが不良債権化するリスクがある

→リスキリングと大規模な配置転換を想定する

再配置の課題

海外でのDXは、リストラクチャリング

国内のDXは、アウトソーシングになっているのが現状

どれだけDX人材を確保していけるか？が実行のカギを握る
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真のDXを実現するには組織変革や働き方改革が必要

真のDX実現には組織や業務/仕事内容のトランスフォーメーションが必ず求められる

DX戦略や実行と共に、組織のトランスフォーメーション戦略を同時に考えていく必要がある

顧客体験DXに向けた
戦略と実行

戦略実行のための
組織変革が必要不可欠

※Source : 東京都デジタル人材確保・育成基本方針 ver.1.0

https://speakerdeck.com/tokyo_metropolitan_gov_digital_hr/dong-jing-du-dezitaruren-cai-que-bao-yu-cheng-ji-ben-fang-zhen-ver-dot-1-0?slide=8
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実践的な学習デザインとなっており、スムーズにDXの実行へ接続

実績づくり

DXプランの実施に向け

経営、人事、現場を巻き込む施策の
企画もサポート

グループワーク重視

参加者5人ごとにファシリテーターが
つき、気づきを促進

知識だけでなくDXに必要な
考え方の変革からサポート

一気通貫

最先端デジタルリテラシーの
インプットだけでなく、

自社業務を元にプランを
立てながらDX人材を育成

実
行

DX
プラン
作成

グループ
ワーク

レクチャ
ー

グループワークに
ありがちな、様子見や
議論の停滞はファシリ

テーターが阻止

全体では聞きづらい
ちょっとした疑問に

も回答

ワークショップでは
このフェーズを繰り返す

ここでCMですKaizen PlatformのDX組織開発プログラムの3つの特徴
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最前線でDXを実践する専門家からのインプット、ファシリテートを受け
自部署の業務を題材にチームでDXプランを立案するプログラム

Day1/ショートレクチャー Day2-4/ワークショップ Day5/プラン発表

Kaizen Platform CEO須藤はじめ
必要に応じてゲストも招いて

DXの基礎や考え方をインプット

各チームに専門家が1名ついて
チーム内の発表や議論を

ファシリテート

発表フォーマットを元に
これまでの議論を踏まえた

自社のDXプランを発表

全3回（1回2h前後）、約3ヶ月にわたって30名程度が参加するプログラム

ここでCMですプログラムの内容（例：5Daysコース）
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DX 1dayワークショップ DX MOOC DX Consulting

社員のDX理解度を高める
手軽な研修パッケージ

最先端の事例を通じて
DXに対する理解をより深める

動画ラーニングコンテンツ

社内DXプロジェクトの推進を
支援するPMOサービス

ここでCMです組織トランスフォーメーションに向けたメニュー

お問い合わせは

こちら
DX推進における課題意識や育成対象に応じてご提案

https://kaizenplatform.com/contact.html
https://kaizenplatform.com/contact.html
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DX白書2023の冒頭でご紹介したNIKEやStarbucksなどDX先進企業が

新たに注目するNFTやMetaverse、この機会に理解してみたいと思った方は

noteにて提供中のレポートをご覧ください

ここでCMです最後にもう一度ご紹介です

noteはこちらから

https://note.com/honestinc/n/n7bce6a2bd157
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免責事項

本プレゼンテーションは情報提供のみを目的として編集されたものです。

本プレゼンテーションに掲載する全てのコンテンツ（以下「情報」という）の作成および

管理には万全の配慮をしておりますが、その内容に関する正確性および完全性について保証せず、

また責任を負いません。

また、本プレゼンテーションに掲載された情報を利用、使用、ダウンロードするなどの行為に関連して生じた

あらゆる損害等についても、理由の如何に関わらず、当社は一切責任を負いません。

また、本プレゼンテーションに掲載している情報には、当社のほか第三者が提供している情報が含まれて

いますが、これらは皆さまの便宜のために提供しているものであり、

当社はその内容の正確性については一切責任を負いかねますので予めご了承ください。



End of Presentation
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